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研究成果の概要（和文）：後期中等教育段階において採用されている学習成果の評価と認定の方法に関する国際動向に
関わって明らかにしえたことは次の２点である。
第１は、中等教育修了時点で外部の公的試験制度をもっているシンガポール、英国、スウェーデン、フランスでは、試
験制度にプロセス評価やパフォーマンス評価の視点を取り入れ、単発の試験による評価するという枠組みを超えて、時
代の要請に応えた新しい能力の評価を試みていることである。
第２は、育てるべき能力についての共通の了解が進んできたことにより、上述の諸国では評価・認定の方法にも、資格
主義と課程主義の折衷を図り、学校の評価を尊重するという共通の方向性がみられることである。

研究成果の概要（英文）：What has been clarified as to the international trends on the evaluation and certi
fication of Learning outcomes in upper secondary education are the following two points.
First, in countries such as singapore, UK, Sweden, and France, where outside public examination systems ar
e in practice to certify the completion of secondary education, an attempt to introduce process and/or per
formance evaluation is being made to evaluate new competencies in addition to the evaluation through one-s
hot examinations.Secondly, among the countries surveyed, a common orientation that pays basic respect on i
ndividual schools  has been witnessed on the methods of evaluation and certification of learning outcomes,
 based on the common understanding of students' competencies which need to be fostered in upper secondary 
schools, in view of both qualification-based and completion-based approaches.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 後期中等教育での学習成果の評価の方法は、
一般に国際的には二つのパターンに分けられ
る。第 1は、わが国やアメリカの高等学校の
ように、学校の課程修了に学習成果の評価・
認定の意味を与え、それを高等教育機関への
進学や就職の要件とみなすというやり方であ
る。大学への入学には、別途、進学適性検査(ア
メリカの SAT)や日本の大学入試センター試
験などによる学力確認を行うものの、課程修
了が一定の学習成果の評価の方法とみなされ
ている。第 2のパターンは、後期中等教育の
課程修了という概念がなく、資格試験により
学習成果の評価・認定を行うというものであ
る。これはヨーロッパ諸国において、たとえ
ば Ａ レ ベ ル 試 験 （ 英 国 ） 、 Leaving 
Certificate(アイルランド)、バカロレア（フ
ランス）、アビトウア（ドイツ）などのかた
ちで行われている。これに類似の方法はたと
えば香港やシンガポールでも採用されてきた。 
 こうした二つのパターンは、教育にも及ぶ
グローバル化の波を受けて、制度的な互換性
を高めることを余儀なくされている。その背
景には、高等教育への進学をめぐる国際的な
流動化が著しく進行したことだけでなく、現
代社会において生活していくうえで誰にも必
要な能力を育てることに後期中等教育機関が
責任を負うべきであるという、これまた国際
的な社会的圧力の高まりがある。経済協力開
発機構（OECD）によるコンピテンシーやリ
テラシーといった新しい能力概念の提唱は、
そうした圧力への対応であるといえる。 
 大学入試の国際的比較研究としては、中島
直忠編『世界の大学入試』（ぎょうせい、1986
年）がある。これは日本を含む世界の 23 カ
国における大学入試についての総合的な研究
の集成であるが、すでに四半世紀を経た今日、
世界の多くの大学がユニバーサル・アクセス
の段階に到達していることを考えると、すで
に実情を反映したものとはいえない。 
 また、大学入試センターを中心に進められ
てきた研究により、大学入試をめぐる学術的
な蓄積は厚みを増している。今日ではAO入試
をめぐる問題点や高大接続テストの導入をめ
ぐる論点などに関心が集まっている。渡辺哲
司,「ＡＯ入試と大学における学習」（大学教
育学会誌,27巻1号, 146-151,2005） 佐々木隆
生「高大接続テスト(仮称)」検討の現段階と
諸論点」（月刊高校教育 43(12), 24-27, 2010）
などはその例である。しかし、前述のような、
学習成果の評価のための課程主義的アプロー
チと資格主義的アプローチの間に葛藤や相克
をみとめ、両者の比較検討を精緻に行うとい

った研究は今日もなお、十分に手がけられて
いるとは言いがたい。中島らによるかつての
研究を発展させて、今日の文脈で新たなデー
タに基づいて検討することが求められている。 
 
２．研究の目的 
この研究は、後期中等教育段階における生徒
の学習成果の評価と認定の方法について、近
年の動向の国際比較を試みつつ、わが国にお
ける今後のあり方を探るための知見を実証的
データに基づいて得ようとするものである。
そのために、わが国で採用されている高等学
校の課程修了により生徒の学習成果を社会的
に認定するという方法（課程主義）の特徴と
意義および問題点を歴史的な推移をも視野に
入れて明らかにするとともに、これとは異な
って試験制度により学習成果の評価を行うと
いう方法（資格主義）を採用する諸外国での
最近の改革動向にも注目し、課程主義的アプ
ローチと資格主義的アプローチの多面的な比
較検討を行う。 
 
３．研究の方法 
 本研究は調査研究を基本として、それから
得られた実証データに基づいて、最終的に「学
習成果の評価・認定のあり方」に関する知見
を提供するものであり、以下の３つの調査研
究を実施する。 
１．わが国の後期中等教育における学習成果
の評価・認定の方法の歴史的・実態的把握を
主として文献調査と若干の訪問調査により行
う。 
２．諸外国・地域の後期中等教育における学
習成果の評価・認定の方法の実際と新しい改
革動向の把握を，文献調査と外国訪問調査に
より行う。 
３．学習成果の評価・認定をめぐる二つ（な
いしそのバリエーション）のアプローチの比
較研究と新しいアプローチの可能性を検討す
る。 
 
４．研究成果 
（１）わが国の高等学校課程の修了を評価す
る仕組み 
 まず、研究方法の１については、わが国の
高等学校では、課程修了の評価と認定が伝統
的にもっぱら各学校の裁量のみによって行わ
れ、統一的な修了試験などは行われてこなか
った。高等学校の課程そのものに統一的な基
準（学習指導要領）を設定し、それに基づい
て教育課程が編成されることで高等学校教育
の質を確保する、という考え方であり、課程
主義の典型であったといえる。 



 しかし、統一的な試験に類するものが全く
なかったわけではなく、1979 年に導入された
大学共通第一次学力試験、1990 年に導入され、
現在も実施されている大学入学者選抜大学入
試センター試験のように、大学入学のための
学力試験、入学者選抜を目的とした試験が行
われてきた。これらは高等学校における学習
成果の評価という一面をもつものではあるが、
対象が大学進学者に限られ、また限られた時
間内にマークシート方式で正解を選ぶという
解答形式による評価であることなど、高等学
校の教育課程の修了を示すものとはなってい
ない。 
 近年になってようやく、高等学校教育の質
の確保という観点から、高大接続テストや達
成度テストの導入が検討課題として浮上して
いる。 
 
（２）国際バカロレアとその評価の特徴 
 次に、後期中等教育段階の学習成果を評価
する仕組みとして、国際バカロレア（以下、
IB）のディプロマ・プログラム（以下、DP）
がある。これは、一般の教科に加えて、「知識
の理論」という教科の履修や、課題論文の作
成、さらにはＣＡＳと呼ばれる、教科外で行
う創造性、活動および奉仕の活動を重要な内
容とするカリキュラムであり、次のような特
徴をもっている。 
・学習における言語のウェイトが高い（文学
作品のリスト、課題論文） 
・ 科目選択制（アメリカのハイスクールのカ
リキュラムの特徴） 
・ 市民性育成の観点（教科外学習活動の重視 
奉仕活動） 
・ 学習への哲学的省察の導入（知識の理論） 
 このうち CASは、デザインや奉仕プロジ
ェクトなどによる創造性の発揮、個人・団体
競技などのスポーツや地域・国際プロジェク
トへの参加、コミュニティと社会に対する奉
仕活動（障害のある子供の手助け、病院訪問、
難民支援、ホームレス支援など）を行うもの
で、DPカリキュラムの中核に位置づけられ
ている。 
 こうした教育活動の評価と認定には、各学
校は奉仕監督官を任命し、CASプログラムは
国際バカロレア機構地域事務所の指導を受け
て、生徒は毎週少なくとも 3〜4時間の奉仕
活動への参加が求められ、奉仕活動への参加
が自己と他者にどのように役だったのかを自
己評価するのである。学校による評価、生徒
本人による自己評価が、評価と認定の全体の
中で重要な位置を占めているのである。 
 ＩＢのＤＰからは、「国際標準」とすべき、

質の高い後期中等教育の重要な内容を定義す
るという発想が読み取れる。そこでの学習成
果の評価・認定に際しては、CASのみならず、
美術などの作品製作を伴う教科においても、
各学校に評価の実質的な裁量が委ねられてい
る。 
 
（３）資格主義と課程主義 
 後期中等教育段階の学習成果を評価・認定
する方法を資格主義と課程主義に分けてみる
ならば、わが国は課程主義を基本とする国と
いうことになる。ところが、課程主義は、入
学してくる生徒の学習をめぐる希望や学力状
況の多様性が非常に強まっており、それに対
応する高等学校教育の現実もきわめて多様で
ある。その多様性は高等学校教育の質保証を
危うくするところにまで到達している。何ら
かの資格主義的な試みを併用することが政策
的な議論として出てきているのはそのためで
ある。 
 また、伝統的に資格主義をとるイギリス、
フランス、ドイツ，シンガポールなどの国々
では、後期中等教育段階の学力が備わってい
るかどうか、また大学への入学資格を与える
かどうかを評価するために、公的な試験制度
を設けてきた。試験制度を運営するのは試験
委員会である。これらの国々で行われる資格
試験は科目別の試験であり、一つの科目に２
〜4時間をかけるといった、大がかりなもの
である。しかし、単発の記述試験ばかりで学
習成果を評価することは困難であり、公的な
試験制度の中にも、実験や製作など実技的要
素を含んでいたり、プロセスを評価すること
が重要な学習に関しては、生徒が在籍する学
校での生徒の学習状況を当該学校の教員に託
して評価するという方法が導入されるように
なってきた。 
 こうした、各学校での評価を尊重するとい
う仕組みは、イギリスやシンガポールのＡレ
ベル試験でも採用されており、フランスのバ
カロレア試験でも，出題のみならず評価にお
いても学校教員の役割が次第に大きくなって
おり、資格主義を基本としつつも、各学校ベ
ースで評価するという、課程主義的要素が強
まってきているとみることができる。 
 また、資格主義と課程主義の折衷的な評価
アプローチをとっている国もある。たとえば
スウェーデンでは、後期中等教育段階の評価
として、1994 年まで久しく採用されてきた 5
段階の相対評価に代わって、1994 年以降は到
達目標を明確にした「目標・知識に準拠した
評価」へと転換が図られてきた。全国統一の
ナショナル・テストを在学中に受けるととも
に、他方で大学入学のためには、大学入学資



格試験を受けることになる。大学入学資格試
験は「言語」と「数量」の二つのカテゴリー
のそれぞれに 4領域ずつが含まれていて、す
べての領域で多肢選択式の試験が行われる。
「数量」についていえば、4領域は図表24問、
データ 12 問、関数 20 問、問題解決 24 問であ
る。時間は「数量」全体で 100 分である。ア
メリカの進学適性検査（SAT）に似た試験であ
る。こうしたスウェーデンでの評価の方法は、
資格主義と課程主義の併用の例であるとみる
ことができる。 
 
（４）後期中等教育段階の学習の新しい波 
 後期中等教育段階の教育の国際的動向をみ
ると、知識の豊富さよりも知識を活用して問
題解決に生かすことや、創造的なアイデアを
生み出す力を育てることに教育の力点が異動
しつつあることが見えてくる。たとえばシン
ガポールでは、今世紀に入って、「教えること
は少なく、学ぶことを多く」との標語にみら
れるとおり、教育と学習のドラスティックな
転換が進められてきた。これは判断力や思考
力、表現力、課題解決力など、従来の学校教
育の中心であった教科の知識やスキルを超え
た新しい能力の育成が教育の優先課題として
意識されるようになったことと関連している。 
 そうした能力は従来の筆答式の試験をベー
スとした資格主義的なアプローチだけでは十
分に評価することがむずかしい。学習の結果
だけではなく学習のプロセスを評価すること
が重要性を増しているのである。したがって、
一つの学期をかけて取り組んだプロジェクト
（製作課題）における学習などは、それに投
入された時間と労力をも含むプロセスの総合
的な評価が求められる。そんな評価のために
は、各学校をベースとした教員による評価が
不可欠となる。最も適任の評価者になりうる
のは、指導過程に関わった教員だからである。  
 また、イギリス、韓国やシンガポールのよ
うに、教育へのＩＣＴの導入に比較的早くか
ら熱心な国では、学習環境は大きな変貌を遂
げている。すべての生徒がタブレット端末を
授業中に使用し、それを介して教師とインタ
ラクティブなやりとりを個別的、集団的に行
うような授業の形態が定着してきている。 
 これもまたシンガポールの例であるが、フ
ューチャースクールという事業が進められて
おり、その中でＩＣＴ推進校のステイタスを
得れば、学校での生徒の学習環境は一変する。 
 ＩＣＴを駆使することにより、アイデアを
生み出し、それを共有し、洗練させて具体的
な活動に結びつける，さらには計画した活動
を実行する、といった一連のことは筆記試験
に代わるどのような仕組みの中で評価が可能
となるであろうか。 
 後期中等教育段階における学習成果の評価
およびその公的な認定をめぐって生じている
今日的な問題はまさしくこのような問いであ
る。 
 

（５）まとめと課題 
 諸外国の後期中等教育における学習成果の
評価・認定の手法に関していえば、かつて資
格主義と課程主義とに二分される状況がみら
れた。しかし、グローバル化の波を受けて知
識基盤型の社会へと急速に移行している欧米
諸国では、新しい能力の育成という教育の課
題遂行とともに、学習成果の評価のあり方に
も多面性が求められるようになっており、資
格主義と課程主義は相混じりながら着地点を
模索している。それは資格主義の中への課程
主義の部分的導入（ヨーロッパ諸国）、資格主
義と課程主義の折衷（スウェーデン）、課程主
義への資格主義の部分的導入（日本など）と
なって現出している。 
 今後の課題としては、資格主義の中に取り
入れられる課程主義がいかにして妥当性と信
頼性を獲得していくのか、また課程主義の中
に取り入れられる資格主義に、ＩＣＴの活用
と定着という，教育の新しい現実に対応して、
資格の認定のための多様で合理的な仕組みを
いかにして作り出すのか、ということになる。
研究方法の項において 3つめに掲げた、新し
いアプローチの可能性については，本研究で
は十分に検討するには至らなかった。 
 研究代表者は、本研究をふまえて、学習成
果を教育の目標に据えて展開される教育にお
けるアセスメントのあり方を研究することに
着手している。 
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